
 

 

 

 

下関市立大学附属図書館 

電子書籍（和書）購入業務公募型プロポーザル実施要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立大学法人下関市立大学 

２０２３年１２月２５日 

  



 

１ 趣旨・目的 

   下関市立大学図書館（以下「本学図書館」という。）として、汎用性の高いサービスを提 

供するため、また、２０２４年度以降開設予定の新学部の学修環境をより充実するため、 

専門的なデジタル資料を利用できる電子書籍システムを導入し、電子書籍の購入を行う。 

   本件は、本学図書館利用者に最も相応しい電子書籍システムを提供できる事業者を選定 

するため、公募型プロポーザルを実施する。 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

下関市立大学附属図書館電子書籍（和書）購入業務 

（２）業務内容 

  別紙１「下関市立大学附属図書館電子書籍（和書）購入業務仕様書」、別紙２「電子 

   （和書）購入リスト」を参照のこと。なお、本件の公表期間中に、別紙２に記載の書 

    籍のタイトルが、欠品・改版等の理由により入手できないことが判明した時は、以下 

のように一冊当たりの平均価格を見積価格として設定すること。 

 

（一冊当たりの平均価格） 

一冊あたり １１，０００円  

 

また、業務を遂行するにあたり、別紙３「特記仕様書（環境編簡易）、別紙４「反社会的 

勢力に対する措置に係る特記事項」、別紙５「個人情報取扱特記事項」、別紙６「公立大 

学法人下関市立大学情報システムにより処理される情報資産に関するセキュリティポ 

リシー」を遵守すること。 

（３）契約期間 

契約締結の日から２０２４年３月３１日まで 

（４）提案価格上限額 

金２，９１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額 金２６４，５４５円を含む。） 

※上限額を超える提案をした者は失格とする。 

（５）担当部署 

    〒７５１－８５１０ 山口県下関市大学町二丁目１番１号 

     公立大学法人下関市立大学 附属図書館図書課 

電話：083-252-1211  FAX：083-253-5091 

E-mail：library@shimonoseki-cu.ac.jp 

※対応時間：土日、祝日を除く日の 9時から 17時まで。 



 

３ 応募資格要件 

本プロポーザルに参加できる事業者は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２）本プロポーザルの実施公表日から契約締結日までの間に、下関市競争入札参加有資格者

指名停止等措置要綱に基づく指名停止等の措置を受けてない者であること。 

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした者にあ

っては再生計画の認可がなされていない者、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に

基づく再生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされていない者で

ないこと。 

（４）国税、地方税その他公租公課の滞納をしている者でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団と密接な関係を

有する者でないこと。 

（６）直近２年度以内に、学校、大学又は公共図書館に電子書籍を納入している実績が複数あ

ること。 

４ プロポーザルスケジュール（予定） 

内容 提出書類 日時（予定） 

プロポーザル実施公表期間 
 2023 年 12 月 25 日(月)から 

2024 年 1 月 18 日(木)17 時まで 

参加表明書の提出 様式１～３、資格申請書類※１ 2024 年 1 月 18 日(木)17 時まで 

応募資格要件の確認（通知）  2024 年 1 月 22 日(月) 

質問票の提出 様式４ 2024 年 1 月 24 日(水)17 時まで 

質問票に対する回答  2024 年 1 月 26 日(金) 

企画提案書の提出 企画提案書、価格提案書 2024 年 2 月 2 日(金)17 時まで 

プレゼンテーションの実施  2024 年 2 月中旬までに行う 

審査結果の通知  2024 年 2 月中旬までに行う 

（※１）下関市物品・役務競争入札参加有資格者名簿に登録がある者は、提出不要。 

５ 応募手続等 

（１）実施要領等の配布期間及び配布場所 

  ア 配付期間 ２０２３年１２月２５日(月)から２０２４年１月１８日(木)１７時まで 

  イ 配布場所 ２（５）の担当部署で配付するほか、下関市立大学公式ホームページ

（https://www.shimonoseki-cu.ac.jp/hojin/nyusatsu.html）からダウンロードできる。 



 

（２）応募（参加表明書等の提出） 

   本プロポーザルに応募する者は、下記の期間に「参加表明書（様式１）」、「事業者概要書

（様式２）」、「業務実績書（様式３）」及び各様式に定める添付書類を提出するものとする。

また、参加申請の時点において、下関市物品・役務競争入札参加有資格者名簿に登録がな

い者については、別に定める資格申請に必要な書類を提出するものとする。 

   なお、参加表明書等提出後に、参加を辞退する場合（「３ 応募資格要件」を満たさなく

なった場合を含む。）は、速やかに「辞退届（様式任意）」を提出すること。 

  ア 提出期間 ２０２４年 １月１８日（木）１７時まで（必着） 

イ 提出場所 ２（５）に同じ。 

ウ 提出方法 担当部署へ直接持参（土日、祝日を除く日の９時から１７時まで）又は、

郵送（書留に限る。提出期限までに必着のこと。）により提出すること。 

（３）応募要件の確認 

   （２）の応募期間内に参加表明書の提出のあった者に対しては、「３ 応募資格要件」を

全て満たしているか否かを確認した後、２０２４年１月２２日（月）までに「参加表明書」

に記載された連絡先に電子メールにより参加の可否を通知する。 

（４）質問事項の提出及び回答 

   本プロポーザルに関する質問は、「質問票（様式４）」の提出により行うこと。 

ア 提出期間 ２０２４年１月２４日（水）１７時まで（必着） 

イ 提出場所 ２（５）に同じ。 

ウ 提出方法 担当部署へ電子メールにより、様式４を提出すること。なお、送信後は到

着確認の連絡を必ず行うこと。締切時刻以降の受付は行わない。 

エ 回答方法 ２０２４年１月２６日（金）までに、応募資格要件を満たした参加者全員

に電子メールにより回答する。回答を受信した際は、受信をした旨を記し、送信元メー

ルアドレスへ返信すること。なお、質問内容によって、本公募による選定に公平性を保

てない場合は、回答しないことがある。 

（５）企画提案書の提出 

ア 提出期間 ２０２４年２月２日（金）１７時まで 

イ 提出場所 ２（５）に同じ。 

ウ 提出方法 担当部署へ直接持参（土日、祝日を除く日の９時から１７時まで）又は、

郵送（書留に限る。提出期限までに必着のこと。）により提出すること。持参の場合は、

持参日の前日までに連絡すること。締切時刻以降の受付は行わない。 

エ 提出書類及び提出部数 

   (a)紙媒体で提出するもの（①②③いずれも各１０部。正本１部、副本９部） 

    ①提案書（別紙含む）Ａ４判様式任意、Ａ３の折込は可 

     ・実施内容を具体的に示すこと。 



 

     ・その他提案があれば記載すること。 

    ②価格提案書（参考見積書）Ａ４判様式任意 

     様式は任意とするが、正本には事業者名及び代表者職氏名の記載、並びに代表者

印を押印すること。 

(b)電子媒体で提出するもの（１部） 

     (a)に掲げる書類をＰＤＦ方式により記録したＣＤ－Ｒ等の適切な外部記憶媒体に

格納したもの。 

  オ 提出書類の取扱い 

   (a)企画提案書等は返却しない。 

   (b)本学が認めた場合を除き、受付期間終了後における企画提案書の提出、再提出及び

差替えは認めない。 

   (c)提出された参加表明書、質問票及び企画提案書等の応募書類は、本業務の受注候補

者の選定以外の目的には使用しない。 

   (d)提出書類は、選定を行う作業等に必要な範囲において複製する。 

   (e)企画提案書等の著作権は、提案者に帰属する。 

   (f)企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第

三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責任は、提案者が負う。 

   (g)本件に関して提出された提案書等は、公立大学法人下関市立大学が管理する公文書

に係る下関市情報公開条例の施行に関する規程（平成１９年規程第２０号）に基づく

開示請求の対象となる。 

６ 候補者の選定方法（プレゼンテーションの実施） 

    企画提案書等の内容について、プレゼンテーション及びヒアリングを実施し、書類全般

にわたり審査を行う。 

（１）審査 

   企画提案書等の審査は、プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）におい

て実施する。 

（２）審査方法 

  ア 審査委員会が提案内容の審査を行い、評価基準に基づき評価を行う。 

イ 審査委員１人あたり１００点満点とし、各審査委員の採点の合計点（以下「総合点」

という。）が最も高い提案者を候補者とする。  

ウ 総合点において、同一の提案者が複数いた場合には、「システムの機能要件」の項目の

評価点が高い提案者を候補者として選定する。  

エ 上記にかかわらず、総合点が評価点全体の６０％（以下「最低水準点」という。）未満

の場合には選定せず、不備な点を指摘した後、再度企画提案書の提出を受けて再審査を

行う。再審査においても最低水準点を満たさないときは、原則、再度公募を行うことと



 

する。  

オ 審査内容に係る質問や異議は一切受け付けないこととする。 

（３）評価基準 

   企画提案書及びプレゼンテーションを以下に従って評価する。 

評価項目 評価の視点 配点 

業務実施面 

・本業務と同種・類似業務の実績が複数あるかどうか。 

・業務開始から業務完了に至るまでの計画が明確に説 

明されているか。 

10 

書籍の専門性と充実度 
本契約で購入する書籍のほか、取扱っている書籍の専

門性と充実度はどうか。 
20 

システムの機能要件 

・貸出、予約、検索、閲覧等において、利用者が使い

やすい機能が備わっているか。 

・外部アクセス認証に対応しているか。 

・部分的に印刷やダウンロードできる機能があるか。 

・文字拡大や音声読上機能、視覚障害者用テキスト版

サイト等、利用者が自身に合った利用環境を設定で

きる機能があるか。 

・利用可能な電子端末として、パソコン以外の電子端

末に対応しているか。 

・その他利用者にとって利便性のある機能が備えられ

ているか。 

30 
 

システムの管理要件 

・管理者機能は使いやすいものであるか。 

・管理者機能として利用促進につながる機能を備えて

いるか。また、機能利用に対するサポート体制が整

備されているか。 

・安定的なシステム稼働のための運用、セキュリティ

対策、保守方法が提案されているか。 

20 

価格提案書 提案価格上限内で適切な見積となっているか 20 

   ※配点基準 

     優れている：配点×1.0、やや優れている：配点×0.8、普通：配点×0.6、 

やや劣っている：配点×0.4、劣っている：配点×0.2 

（４）実施日時（予定） 

２０２４年２月中旬までに行う。 



 

なお、正式な実施日、実施時間は参加表明書に記載された連絡先に電子メールにより通

知する。メールを受信した際は、受信した旨を記し、送信元メールアドレスへ返信するこ

と。 

（５）実施場所 

   下関市立大学（山口県下関市大学町二丁目 1 番 1 号） 

（６）実施方法 

  ア １者あたりのプレゼンテーションは、３０分以内とする。その後、質疑応答時間を別

途１０分程度予定する。 

  イ プレゼンテーション及び質疑応答は、企画提案書が本法人に到着した順序で実施する。 

ウ 出席者については、１者あたり３人を限度とする。 

エ プレゼンテーション用機材は参加者で用意すること。ただし、プロジェクター等を使

用する場合は、本学会場内のものを使用可とするが、利用する場合は本学に事前に申請

をすること。 

（７）選定結果について 

選定結果は、候補者の選定後に本審査に参加した全ての提案者に文書により通知する。

また、選定結果を通知した日の翌日以降に、次の項目を本学の公式ホームページに公表す

る。 

ア  提案者数 

イ  候補者の名称及び総合点 

７ 契約に関する事項 

（１）受注候補者の決定等 

「６ 候補者の選定方法」により選定した候補者を受注候補者とし、業務内容について詳

細な協議を実施の上、再度見積書（詳細な内訳を添付すること。）の提出を求め、受注者と

して契約を締結する。協議には、企画提案書の趣旨を逸脱しない範囲内における内容の変

更を含むこととする。 

協議が整った場合は、随意契約の手続に進み、協議が整わない場合は、審査委員会の審

査において次点となった次順位候補者を受注候補者として交渉する。 

（２）受注候補者の参加資格喪失時等の取扱い 

   受注候補者を特定した後、当該受注候補者が「３ 応募資格要件」を満たさなくなった

場合若しくは満たさないことが判明した場合、又は辞退した場合は、審査委員会の審査に

おいて次点となった次順位候補者を受注候補者として交渉する。   

（３）再委託の禁止 

   業務の全部を一括して第三者に再委託することはできないこととする。 



 

（４）契約書 

   契約書は２通作成し、本法人及び受注者の双方記名押印の上、各自１通を保有する。な

お、契約書の作成に要する経費は、全て受注者の負担とする。 

（５）契約保証金 

受注者は、公立大学法人下関市立大学契約事務取扱規程第３８条第１項の規定により、

契約金額に１００分の１０以上を乗じた額を、契約保証金として本法人に納付すること。 

ただし、同項ただし書の各号のいずれかに該当する場合は、契約保証金の納付を免除す

る。 

（６）個人情報の取扱い 

   業務の実施に際して個人情報を取得したときは、個人情報の保護に関する法律（平成１

５年法律第５７条）及び公立大学法人下関市立大学個人情報保護法等施行規程（令和５年

第１９号）の規定に基づきこれを適切に取り扱うものとする。 

８ その他の留意事項 

（１）応募書類の作成において、本学から知り得た情報は、第三者に漏らしてはならない。 

また、応募書類の作成以外に使用してはならない。なお、本実施要領による手続が完了

した後も同様とする。 

（２）応募手続並びに提案に係る費用は全て参加者の負担とする。やむを得ない理由により本

プロポーザルが中止された場合においても、それまでに要した費用を本法人に請求するこ

とはできない。  

（３）企画提案書及び価格提案書（参考見積書）については、１者につき１提案に限る。  

（４）次の事項のいずれかに該当する提案者は失格とする。 

ア 応募資格要件を満たしていない場合又は満たさなくなった場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 本実施要領に示した提出期限、提出先、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件に

適合しない書類の提出があった場合 

エ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

オ 本審査開始時間までに会場に来なかった場合 

カ 提案価格上限額を超えて提案された場合 

キ その他審査委員会が不適格と認めた場合 

（６）参加者又は提案者が１者の場合でも、本プロポーザルを実施する。  

（７）参加表明書の提出後、本プロポーザルへの参加を辞退する時（選定後に辞退する時も含

む。）は辞退届（様式任意）を提出することにより、参加を辞退できるものとする。 

（８）提案者は、本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由として、異議を申し立

てることはできないものとする。  



 

（９）手続において使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限る。 

９ 施行期間 

  本実施要領は、２０２３年１２月２５日から施行し、本契約の締結をもってその効力を失

う。 

 

以 上 


